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地震による住宅被害を防止するためには、耐震性を確保する必要があります。このため、

「耐震診断により耐震基準に満たないと判定されたもの」の耐震補強を目的とした「耐震

改修工事」や「現地建替工事」を希望する方に対して、設計費及び工事費の一部を補助し

ます。 

 

１、募集戸数及び対象地域 

募集戸数 計 12戸程度 

対象地域 市内全域 

 

２、対象となる住宅の主な要件（次の要件すべてを満たすもの） 

（１）耐震診断をした結果、耐震基準を満たしていないもの  

（２）昭和５６年５月３１日以前に着工された住宅（昭和５６年６月以後に増改築された

住宅を除く） 

（３）所有者が自ら居住するまたは居住する予定の専用若しくは併用住宅(住宅の用に供

する部分の床面積が延べ面積の１/２以上のもの)であること 

（４）３階建て以下の木造住宅 

（５）建築基準法違反に対する是正命令の対象にならないもの 

（６）同一敷地内に耐震基準を満たす住宅を新築すること（現地建替工事に限る） 

（７）原則令和８年２月２７日（金）までに工事の完了及び報告書の提出が可能なもの 

 

３、対象工事及び補助金額 

地震に対する安全性の向上を目的とする工事（住宅のリフォーム工事等を一緒に行う

場合、耐震補強に係る部分の工事のみ。被災により損傷した部材の補修は対象となりま

せん。）、現地建替工事が対象です。 

（１）一般耐震改修工事 

耐震基準(上部構造評点が 1.0以上)に適合するよう補強又は改修する工事 

【助成金額】耐震改修工事費の４／５（上限１１５万円） 

（２）簡易耐震改修工事 

耐震基準(上部構造評点が 0.7以上 1.0未満)に適合するよう補強又は改修する工事 

【助成金額】耐震改修工事費の４／５（上限６９万円） 

（３）部分耐震改修工事 

主な居室に特化して耐震基準（部分評点が 1.5以上）に適合するよう補強又は改修

する工事 

【助成金額】耐震改修工事費の４／５（上限６９万円） 

（４）現地建替工事 

同一敷地内に耐震基準を満たす住宅を新築する工事 

【助成金額】現地建替工事費の４／５（上限１１５万円） 

福島市木造住宅耐震 助成事業 

耐震改修等希望者募集（令和７年度） 
 



４、申込方法等（必ず事前相談をお願いします。） 

（１）募集期間 令和７年３月３日（月）～８月２９日（金）まで 

（予算額に到達次第終了。月締め、応募者多数の場合は抽選。） 

（２）必要書類及び申込方法 

住宅政策課へ事前相談をお願いします。また、必要な書類は下記のとおりです。 

①補強設計＋改修工事費補助を申請の場合 

①「木造住宅耐震改修等助成事業補助金交付申請書」 

② 案内図 

③ 現況平面図 

④ 耐震診断書及び計算書 

⑤ 設計費見積書、工事費概算書 

⑥ 注意事項確認書 

⑦ 登記事項証明書 

⑧ 市税の完納証明書 

⑨ 配置図 

⑩ 改修平面図、⑪ 基礎伏図、⑫ 補強計画図 

⑬ その他補強方法を示す図書（計算書等含む） 

⑭ 工事費見積書 

 

②改修工事費補助を申請の場合（補強設計がお済みの方） 

①「木造住宅耐震改修等助成事業補助金交付申請書」 

② 案内図 

③ 現況平面図 

④ 耐震診断書及び計算書 

⑤ 配置図、⑥ 改修平面図、⑦ 基礎伏図 

⑧ 補強計画図 

⑨ その他補強方法を示す図書（計算書等含む） 

⑩ 工事費見積書 

⑪ 注意事項確認書 

⑫ 登記事項証明書 

⑬ 市税の完納証明書 

（３）問い合わせ先 

福島市役所６階 住宅政策課住宅政策係 

☎（直通）０２４－５２５－３７３４ 

k-juu@mail.city.fukushima.fukushima.jp  

受付 

月初め～ 

月末まで 

交付決定後～ 

２か月以内 

 STEP 

１ 

STEP 

２ 

STEP 

３ 

受付 

月初め～ 

月末まで 

本申請 

対象者決定後 

２週間以内 

 STEP 

１ 

本申請 

対象者決定後 

２週間以内 

STEP 

２ 



耐震改修補助事業のながれ 

福島市 申請者 建築士等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事前相談 

補助要件を満たす見込み

があるか確認します。 

受付（抽選） 

中間検査 
市職員による現地確認(筋か

いや金物等)を行います。 

耐震改修工事希望者

事前相談 

補助金交付申請書の提出（３月～８月） 
※請負契約前に申請が必要です。 

受理・審査 

本申請 
※抽選に当選された方は、残りの書類を提出してください。 

補助金交付決定通知書 
が郵送で届きます。 

耐震改修設計及び工事の着工 

完了検査 

補助金の振込み 

補助金交付決定後、工事請負契約を締結してください。 

※交付決定通知前に工事契約または着工した場合、補

助対象になりません。 

中間確認報告書の提出 

工事完了・工事実績報告書の提出（２月末まで） 

補助金額確定通知書 
が郵送で届きます。 

補助金交付請求書 
の提出 

補助金の受領 

・建築士法第23条の規定に基づく登録を

受けた建築士事務所に所属する建築士

による設計及び工事監理に限ります。 

・施工者(大工・工務店)は福島市内に本

店又は支店等があるものに限ります。 

・注意事項確認書 

・登記事項証明書(３か月以内のもの) 

・市税の完納証明書の原本 

※市税の完納証明書の交付窓口は、市役

所本庁２階市民税課のみとなります。 

～補強設計補助を受ける場合～交付決定

後２月以内に書類を提出ください。 

・基礎伏図 ・補強計画図 ・その他の

補強方法を示す図書(計算書等含

む) ・工事費見積書 など 

・中間確認報告書 

・工事契約書の写し 

・工事写真 など 

・申請書 案内図 ・配置図 

・耐震診断書及び結果報告書の写し 

・現況平面図 基礎伏図 など 

～補強設計がお済みの方～ 

・上記添付書類 

・補強計画図 ・その他の補強方法を示す

図書(計算書等含む) ・工事費見積書 

など 

・工事完了報告書 

・工事費請求書又は

領収証の写し 

・工事写真 

・工事管理報告書 



現地建替補助事業のながれ 

福島市 申請者 建築士等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事前相談 

補助要件を満たす見込み

があるか確認します。 

受付（抽選） 

中間検査 
市職員による現地確認(筋か

いや金物等)を行います。 

受理・審査 

耐震建替工事希望者

事前相談 

補助金交付申請書の提出（３月～８月） 
※建替工事請負契約前に申請が必要です。 

完了検査 

補助金の振込み 

本申請 
※抽選に当選された方は、残りの書類を提出してください。 

補助金交付決定通知書 
が郵送で届きます。 

現地建替工事着手届の提出・着工 

中間確認報告書の提出 

工事完了・工事実績報告書の提出（２月末まで） 

補助金額確定通知書 
が郵送で届きます。 

補助金交付請求書 
の提出 

補助金の受領 

・建築士法第23条の規定に基づく登録を

受けた建築士事務所に所属する建築士

による設計及び工事監理に限ります。 

・施工者(大工・工務店)は福島市内に本

店又は支店等があるものに限ります。 

・申請書 

・耐震診断書及び結果報告書の写し 

・案内図 ・現況写真 など 

・注意事項確認書 

・登記事項証明書(３か月以内のもの) 

・市税の完納証明書の原本 

※市税の完納証明書の交付窓口は、市役

所本庁２階市民税課のみとなります。 

受理・審査 

・工事着手届 

・建替工事にかかる契約書の写し 

・建築確認済証の写し 

・配置図 ・平面図 ・立面図 

・省エネ基準に適合することを確認でき

る書類 

・中間確認報告書 

・工事写真 など 

・工事完了報告書 

・工事費請求書又は

領収証の写し 

・工事写真 

・工事管理報告書 

補助金交付決定後、工事請負契約を締結してください。 

※交付決定通知前に工事契約または着工した場合、補

助対象になりません。 


